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１． 工法概要 
１．１ 遠心力吹付け工法 

遠心力吹付け工法は、深礎の土留め工において、遠心力吹付け機のインペラ－から遠心力でモルタル

を水平に投射し、地山にモルタルを吹き付ける事で、モルタルライニング土留めを形成する工法である。 
本工法は従来の吹付けコンクリート工法と異なり、圧縮空気を用いないために粉じんが少なく、作業空間

の狭い深礎における土留めの形成に適した方法である。 
標準的な施工概要を図１．１に示す。 

図１．１ 遠心力吹付け工法概念図 
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１．２ 遠心力吹付け工法の原理 
遠心力吹付け工法は、吹付け機最下端のインペラ部が、水平に回転することで発生する遠心力を利用

して、モルタルを全周３６０°に均等に投射できることが基本原理となっている（図１．２参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．３ 遠心力吹付け工法の特徴 
遠心力吹付け工法には、以下の特長がある。 
 

（１） 従来の圧縮空気方式による発生粉じん量に比べて、１/１５～１/２０と低粉じんなため、良好な作業環境

を維持できる。 
（２） 杭周面のせん断抵抗を期待できるので、合理的な設計が可能である。 
（３）ＪＩＳ工場製の安定した品質のモルタルを使用し、かつ、均一な厚さの吹付けが可能なので、高品質な

土留めが形成できる。 
（４）土留め作業を機械化したことにより、安全性が向上する。 
（５）吹付け機は原理的にシンプルな構造を採用しているため、安定した施工ができる。 
（６）掘削した地山の自立性が得られれば、地質の種類を問わず適用可能である。 

図１．２ 吹付けの原理 
 



 

－３－ 

１．４ 施工手順 
深礎工の施工手順は、従来のライナ－プレ－トを用いた工法と比較して、大幅な変更はない。 
土留めの施工がライナ－プレ－トと裏込めグラウトによるものから、遠心力吹付け工法によるモルタルライ

ニング土留めに変更になることで、品質、施工、安全管理が一部変更・追加される。 
標準的な遠心力吹付け工法の施工フロ－を図１．３に示す。 
図５．２に施工手順を示す。一回に掘削する高さは、労働安全衛生規則および地山の自立状態を考慮

して最大で２．０ｍとする。土砂および風化の進んだ軟岩では特に地山の安定状況を的確に判断し、自立

高さを検討する必要がある。 

図１．３ 深礎工の施工フロ－ 
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２． 積算の基本事項 
２．１ 遠心力吹付け工法の積算の適用範囲と適用条件 

本資料は、遠心力吹付け工法によりモルタルライニング土留めを形成する工事に適用する。本積算資料

で適用する適用径、適用深さおよび適用土質は表２．１の通りとする。 

表２．１ 遠心力吹付け工法積算適用範囲 

適 用 径 φ２．０ｍ～φ５．０ｍ 
適 用 深 さ ２０ｍまで 
適 用 土 質 土砂Ⅰ、土砂Ⅱ、土砂Ⅲ、軟岩、硬岩 
・ 上記適用径および適用深さ以外については、別途検討する。 
・ 地盤は湧水が少ないことと、自立することが条件。 
・ 適用土質については「３．３．２土質の分類」を参照 

 
 
２．２ 積算の構成 
２．２．１ 工種の構成 

工種の構成を図２．１に示す 
 

図２．１ 工種の編成 
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２．２．２ 工事費の構成 
工事費の構成を図２．２に示す。本積算資料では、ここに示す工事費のうち「掘削工」と「遠心力吹付け

工」の工事費についてのみ取り扱う。 

図２．２ 工事費の構成 

本積算資料で取り扱う工種の工事費
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３．積算 
３．１ 吹付け設備設置・解体工 
３．１．１ 適用範囲 

本吹付け設備設置・解体工は、遠心力吹付け工事における機械設備の設置・解体を行う場合に適用す

る。設備設置及び設備解体歩掛を表３．１に示す。 

表３．１ 設備設置・解体 

名  称 規  格 単 位 数  量 摘  要 
世話役  人 １．０  
特殊作業員  人 ４．０  
普通作業員  人 １．０  
トラッククレーン賃料 ４．９ｔ吊 日 １．０  

 

３．２ 坑口ライナー据付け工 
３．２．１ 適用範囲 

坑口ライナー取り付けは、遠心力吹き付け工事における坑口の防護工に適用する。ライナープレートの

板厚については、ｔ＝２．７ｍｍを標準とする。 
３．２．２ ライナー取り付け能力 

ライナープレート１ｍ当たりの建込みに要する日数を表３．２に示す。 

表３．２ ライナープレートの建込み日数Ｐ（日／ｍ） 

補強リングの有無 Ｐ 

無 Ｐ＝公称径×０．０５ 

上記建込み日数Ｐには掘削に要する時間を含まない。 

 

 

 

 

 

１箇所当たり（設置解体１回） 
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 ３．２．３ 坑口根巻きコンクリート打設 

（１） 根巻き範囲 

 
図３．１ ライナープレート背面根固めコンクリート 

 
（２） コンクリート打設 

コンクリートの打設方法は人力打設とし、無筋構造物とする。以下にコンクリートの設計数量および使用

量の算定式を示す。 
 

レディーミクストコンクリートの使用量＝Ｖ×（１＋補正係数） 
Ｖ（設計数量）＝１／４×３．１４×｛（Ｄ＋１．０）２－Ｄ２｝×０．５×１．０４（ｍ３） 
補正係数：０．０４ 

ライナープレート 公称径（ Ｄ ）５ ０ cm ５ ０ ｃ ｍ

ベースコンクリ ート

ライナープレート

防護柵

出入り 口

昇降設備

施工基面

防護柵

ライナープレート

ベースコンクリ ート

５
０

ｃ
ｍ

５
０

ｃ
ｍ

５
０

ｃ
ｍ
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３．３掘削工 
３．３．１ 適用範囲 

掘削工は、遠心力吹付け工法を用いる杭の掘削に適用する。 
適用範囲は次の表３．３に示す通りとする。この範囲以外の場合は、別途検討する。適用機種は表３．４

を標準とする。 

表３．３ 掘削適用範囲 

適用径 φ２．０ｍ～φ５．０ｍ 
適用深さ ２０ｍまで 

 

表３．４ 機種規格の選定 

用途 機 械 名 規  格 単位 工 法 

掘 

削 

排 

土 

クラムシェル 

油圧クラムシェル 

テレスコピック式 

クローラ型平積０．４ｍ３ 

台 Ａ 

ラフテレーンクレーン 油圧式２５ｔ吊 台 Ａ 

ラフテレーンクレーン 油圧式２５ｔ吊 台 Ｂ-１ 

ラフテレーンクレーン 油圧式２５ｔ吊 台 Ｂ-２ 

ラフテレーンクレーン 油圧式２５ｔ吊 台 
人力掘削  

ｸﾚｰﾝ排土 

小型バックホウ 電動式 山積 0.03ｍ3（平積み

0.021ｍ3） 
台 Ｂ-１ 

小型バックホウ 山積 0.11ｍ3（平積み 0.08ｍ3） 台 Ｂ-２ 

１．上記工法のＡ，Ｂ-１,Ｂ-２については「国土交通省土木工事積算基準深礎工」によるもの

で、掘削径と掘削深さにより区分する。本積算資料でも設計径が２．５ｍ以下の場合には

標準的にはＡ工法とするが、設計径が２．５ｍ以下で掘削機を現場に搬入できない場合

で、クレーンによる排土で施工する場合は、人力掘削クレーン排土工法とする。なお、設

計径が２．５ｍ以上４．５ｍ以下の場合で、掘削機及びクレーンを現場に搬入できない場

合（進入路が確保できない場合など）は人力施工（Ｃ工法）であるが本積算資料では適用

外とする。 

 

 

（注） 杭径２．５～４．０ｍのとき、杭１本

当たりの掘削深さが２０ｍを超える場

合は、掘削深さ２０ｍ以下を掘削す

る場合でもＢ工法-２を選定するもの

とする。 
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２．Ａ工法で用いるトラッククレーンは吹付け工において使用するが、その仕様については杭中

心で 2ｔの吊り上げ能力が必要である。現場の施工条件から規格を決定する。 

 

３．掘削・排土は、仮置をする必要がある場合には仮置きを考慮するものとする。地形状況に応

じてベルトコンベアを必要台数計上する。なお、運搬、土捨場などで敷均し転圧を必要とす

る場合は、別途経費を計上する。 

 

 

３．３．２ 土質の分類 
掘削に適用する土質の分類は表３．５のとおりとする。 

表３．５ 掘削適用土質 

 土 質 分 類 対 象 土 質 摘 要 

土砂Ⅰ 砂、砂質土、粘土、粘性土（レキ混じりも含む） ｄｔ 

土砂Ⅱ レキ質土 レキ、玉石（岩塊）混じり土、直接掘削可能な風化岩 ＤＬ 

土砂Ⅲ岩塊・玉石混じり土 小割を要する大玉石（転石）混じり土 ＤＨ 

軟岩 風化が進んだ岩、土丹 ＣＬ 

中硬岩 硬い岩 Ａ，Ｂ，Ｃ 

注）上記摘要欄に示す土質分類は「建設大臣官房技術調査室監修 ボーリング柱状図作成要領

（案） （財）日本建設情報総合センター」に基づく。 

 

 

１．機械損料補正 

     深礎工に使用する掘削機械（小型バックホウ）、排土機械（クラムシェル）の損料については、 

岩石割増（中硬岩・硬岩(Ⅰ)）として運転 1 時間当り損料に対し損料補正を行うものとし、 

補正係数は、次表とする。 

 

表３．５－１ 補正係数 

       岩分類 

機械名 
中硬岩・硬岩(Ⅰ) 摘 要 

クラムシェル ＋０．１ Ａ工法 

小型バックホウ 

（電動式 山積 0.03 ㎥） 
＋０．１ Ｂ工法－１ 
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３．３．３ 編成人員 

掘削作業編成人員を表３．６に示す。（国土交通省土木工事積算基準参考） 

表３．６ 掘削作業編成人員                   （人） 

工 法 

 
Ａ工法 

職  種          杭径（ｍ） １．５以上２．５以下 

世  話  役 １ 

ト ン ネ ル 特 殊 工 ３ （注１） 

特 殊 作 業 員 １ 

普 通 作 業 員 １ 

工 法 

 
Ｂ工法-１ Ｂ工法-２ 

職  種          杭径（ｍ） ２．５以上４．０以下 ２．５以上７．５以下 

 世  話  役 １ １ 

 ト ン ネ ル 特 殊 工 ３ （注１） 

 

４ 

 特 殊 作 業 員 １ １ 

 普 通 作 業 員 １ １ 

 工 法 

 
人力掘削クレーン排土工法 

職  種          杭径（ｍ） １．５以上２．５以下  

世  話  役 １  

ト ン ネ ル 特 殊 工 4 

 

 

 

特 殊 作 業 員 １  

普 通 作 業 員  １   

  （注１）遠心力吹付け工法の場合、施工上から 4.0m 以下でもトンネル特殊工は 3 人とする。 
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３．３．４  施工歩掛 

【深礎１本当たり掘削日数】 

 

   深礎杭１本あたりの施工歩掛は、次式による。 

 

ｄ＝α・ｄ１・－Ｐ・  （日／本） 

 

ｄ ：深礎 １本当たり施工日数（日／本） 

α ：土質係数 

ｄ１ ：掘削１ｍ当たり施工日数（日／ｍ） 

 ：深礎 １本当たり掘削長（ｍ／本） 

Ｐ ：１ｍ当たりライナープレート建込み日数「３．２．２ライナー取り付け能力」参照 

 

表３．７ 土質係数（α） 

砂・砂質土・粘性土・レキ質土 岩塊・玉石混じり土、軟岩、中硬岩 

０．５７ １．１２ 

（注）杭１基当たり土質区分が異なる場合は、次式により加重平均αを算出する。 

α ：各土質の土質係数 

ｎ  ：各土質の掘削長 

表３．８ 掘削１ｍ当たり施工日数（ｄ１）               （日／ｍ） 

 Ａ工法 Ｂ工法-１ Ｂ工法-２ 

         杭径（ｍ） 

掘削深さ（ｍ） 
φ2.0m 以下 

φ2.0m 越え 

2.5m 以下 

φ2.5m 越え 

3.0m 以下 

φ3.0m 越え 

3.5m 以下 

φ3.5m 越え 

4.0m 以下 

φ4.0m 越え 

4.5m 以下 

φ4.5m 越え 

5.0m 以下 

５．０m 以下 0.34 0.41 0.73 0.77 0.82 1.06 1.13 

５m を越え１０m 以下 0.45 0.54 0.85 0.90 0.95 1.16 1.23 

１０m を越え１５m 以下 0.56 0.67 0.97 1.03 1.09 1.20 1.28 

１５m を越え２０m 以下 0.67 0.80 1.09 1.16 1.22 1.23 1.31 

        

        

 

 

 

＋・・・・＋＋＋

＋・・・・＋α＋α＋αα
α＝

４３２１

４４３３２２１１



 ××××
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表３．９ 掘削１ｍ当たり施工日数（ｄ１）     （日／ｍ） 

 人力掘削ｸﾚｰﾝ排土工法          

         杭径（ｍ） 

掘削深さ（ｍ） 
φ2.0m 以下 

φ2.0m 越え 

2.5m 以下 

５．０m 以下 0.85 0.94 

５m を越え１０m 以下 0.97 1.06 

１０m を越え１５m 以下 1.02 1.10 

１５m を越え２０m 以下 1.06 1.14 

上記のＡ工法での施工範囲を人力掘削クレーン排土工法に変えた場合に、掘削１ｍ当たり

施工日数（ｄ１）が実情に合わないため、ｄ１の数値を上記 表３．９ の数値とし実情と合わせ

る。 

 

 

（１） 諸雑費 

諸雑費は、施工機械足場用の敷鉄板・ファン（軸流式）・潜水ポンプ・ピックハンマ・ブレーカ・排土バケ

ット・昇降用梯子・空気圧縮機（排出ガス対策型）・火薬雷管・掘削に必要となる電力に関する経費などの

費用であり、労務費の合計額に表３．１０の率を上限として計上する。なお、潜水ポンプの有無に関係なく

同率とする。 

 

表３．１０ 諸雑費比率（％） 

      

諸雑費

比率 

土質区分 Ａ工法 
Ｂ工法 

-１ 

Ｂ工法 

-２ 

人力掘削   

クレーン

排土工法 

砂及び砂質土,         

粘性土,レキ質土       

（土） 

１３ １６ １０ １６ 

岩塊・玉石混り土,      

軟岩～硬岩         

（岩） 

２７ ３４ ２７ ３４ 

       

（注）１．岩掘削は火薬を標準としており、火薬による施工が困難な場合は別途 

考慮する。 

２．杭１本当りの土質区分が異なる場合は、次式により加重平均βを算出 

する。 
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α1 : 土質係数 （土) 

β1 : 諸雑費率 （土） 

ℓ 1 : 掘削長  （土） 

α2 : 土質係数 （岩) 

β2 : 諸雑費率 （岩） 

ℓ 2 : 掘削長  （岩） 

 

  

221

2221





××
××××

＋αα

β＋αβα
β＝

１

１１
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３．４ 遠心力吹付け工における掘削および吹付け寸法管理 
遠心力吹付け工法によるモルタルライニング土留めの掘削、吹付けにあたっては、以下の項目について、

所定の寸法が得られていることを確認する。 

①公称半径(定義) ：深礎中心からモルタルライニングの表面までの距離 

②設計半径(定義) ：深礎中心からモルタルライニングの表面までの距離＝公称半径 

③掘削半径(定義) ：深礎中心から吹付け前の地山表面までの距離 

④実吹付け厚さ(定義) ：モルタルライニング表面と地山表面の距離 

⑤設計吹付け厚さ(定義) ：設計計算から求められた吹付け厚さ 

⑥鉛直性(定義)  ：上部杭芯と坑底部杭芯を結んだ線の傾き 

深礎の径、吹付け厚さおよび鉛直性は、深礎本体の品質に係わる重要な項目である。図３．２および図３．

３に、これらの定義を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３．３ 各種寸法（縦断図） 

公称半径 
設計半径 

掘削半径 

設計吹付け厚さ 
 

深礎中心 

モルタルライニング土留め 
 

地山 

公称半径 
設計吹付

け厚さ 

掘削半径 

掘
削
地
山
面 

深
礎
中
心 

設計半径 

図３．２ 各種寸法（平面図） 
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３．５ 遠心力吹付け工 
３．５．１ 吹付け材料および配合例 

吹付けに使用するモルタルの材齢と標準配合を表３．１１に示す。 

                  表３．１１ 吹付け用モルタルの標準配合（例）       （１ｍ３当たり） 

Ｗ／Ｃ（％） Ｓ／Ｃ 単 位 量（ｋｇ） 

水 セメント 細骨材 ＡＥ減水剤 急結剤 

４０ ２ ２６４ ６６０ １３２０ ３．３ ４６．２ 

（注）１．スランプ値の調整には、高性能減水剤 ＮＴ－１０００または同等の混和剤を用いる。 

２．急結剤は液体急結剤とする。（液体急結剤の選定にあたっては事前に施工業者と十分検討 

を行う必要がある。） 

   ３．初期強度は使用するモルタルの標準配合である「１：２モルタル」を考慮し、強度発現が期待

できる １５時間で３Ｎ/ｍｍ２を設計強度とする。 

基準強度は、これを用いる遠心力吹付け工法では、２８日強度で２４Ｎ/ｍｍ２を設計強度とす

る。 

 

３．５．２ 吹付け時間Ｔ 

吹付け時間 Ｔ＝段取り時間＋吹付け時間＋後片付け時間  

吹付け時間 Ｔ は、一日当たりの吹付け長から吹付け量を算出し、吹付け段取りと後片づけ時間を含めた

一日当たりの吹付け時間とする。また、段取り時間として、吹付け厚計測ピン設置、ホース接続、電源・制御

ケーブル配線、吹付け材スランプ確認、試運転等で３８分を考慮する。また、後片付け時間として、吹付け

機洗浄、ホース取外し、電源・制御ケーブル取外し等で４１分を別途考慮する。ただし、湧水などの処理が

必要な場合は別途処理時間を考慮する。 

 

 

     

 Ｖ（吹付け量）：π／４｛(Ｄ+２ｔ1+２×ｔ2)
2―Ｄ2｝×Ｌ×ｓ 

  Ｄ：公称直径（ｍ）  －－－杭の設計直径（ｍ） 

  Ｌ：吹付け長（ｍ）  －－－１日当たり掘削長、Ｌの算出方法（Ｐ14 参照） 

  ｔ1：設計吹付け厚さ（ｍ）    t2：余吹き厚さ(0.05m) 

  ｓ：はね返り率 １．１ 

  ｋ：吹付けの径による補正係数で、表３．１２による。 

  ｆ：吹付け作業の施工条件による補正係数で、表３．１３による。 

       ｆ＝１＋（ｆ１＋ｆ２＋ｆ３） 

ｑ：吹付け能力１．３m3／ｈ  

この吹付け能率はミキサー車から吹付け機への吹付け材投入時間、クレーンによる坑内降下・引上げ

時間、吹付け位置合わせ時間、吹付け時間、坑内作業員の入出坑時間等を考慮した能率である。 

Ｔ＝１．３２＋Ｖ／ｑ×ｋ／ｆ   ・・・・・・・・（Ａ） 
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  Ｌ：一日当りの吹付け長（ｍ）であり、一日当りの掘削長さでもある。 

  Ｌの算出方法は下記による。 

  一日の実作業時間（７時間）で掘削と吹付け作業を収めるためには 

  ７＝（d１×α-Ｐ）×７×Ｌ+１．３２+３.１４/４×｛（Ｄ+２×t１+２×t２）
２-Ｄ２｝×Ｌ×s/q×k/f 

上式を整理すると 

Ｌ＝（７-１．３２）/｛（d１×α-Ｐ）×７+３.１４/４×｛（Ｄ+２×t１+２×t２）
２-Ｄ２｝×s/q×k/f｝‥‥（Ｂ） 

d１：１m 当り施工日数（表３.８） 

α：平均土質係数（Ｐ１０参照） 

Ｐ：ライナープレート１m 当り取付け日数（Ｐ６、表３.２） 

 

表３．１２ 公称直径による補正係数（ｋ） 

公称径 

φ（ｍ） 
２．０ ２．５ ３．０ ３．５ ４．０ ４．５ ５．０ ５．５ ６．０ 

ｋ １．３ １．２ １．１ １．０５ １．０ ０．９５ ０． ９ ０．８ ０．７ 

 

表３．１３ 吹付け作業の施工条件による補正係数（ｆ） 

 項目 －０．１ ０ ＋０．１ 備考 

ｆ１ 

施工個所に接近できな

い、構造物、架線、家屋

の有無 

作業性悪い 

作業区域の上部１０m、杭径 

＋１０m 以内に支障物がある 

なし － 

生コン車の取り

込み、クレーン

の旋回に支障 

ｆ２ 
作業ヤードの広さ、 

難易度 

狭い 

（杭径＋８m）×２０m 以下の 

作業ヤード 

普通 

（杭径＋８m）×２０m 以上の 

作業ヤード 

－  

ｆ３ 一日当たり施工量 １０㎡未満 
１０㎡以上 

２０㎡未満 
２０㎡以上  

掘削は、地山の自立状態を確認しながら施工する必要がある。ただし、掘削高さについては、法令を遵

守し、土留めを施さないで掘削する高さを２．０m 以下とする。 

このため、一本の杭で掘削と吹付け作業を交互に行う場合には、一日の実作業時間の７時間以内に掘

削と吹付け作業時間が収まるように掘削高さ(吹付け長)を求める。 

軟岩、中硬岩およびその他の地質で、発破を使用して掘削を行うなど、自立性に優れていると考えられ

る地山では掘削能率が低く、一日の掘削高さが２．０m 以下になることがある。 
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３．５．３ 遠心力吹付け工法に用いる機械の組合わせ 

遠心力吹付け工法に用いる機械の組み合わせは表３．１４ を標準とする。 

 

表３．１４ 遠心力吹付け工法機械組み合わせ 

機 械 名 仕        様 単 位 数 量 摘    要 

遠心力吹付け機 自重０．５ｔ、運転制御ユニット０．６ｔを含む 台 １  

発動発電機 
排出ガス対策型、ディーゼルエンジン駆動

４５ＫＶＡ 
台 １ 

 

ラフテレーンクレーン ２５ｔ 台 １  

洗浄装置 ハイウォッシャー セット １  
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３．５．４ 遠心力吹付け機概要図 

 

図３．４ 吹付け機本体 
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３．５．５ 遠心力吹付け工の施工歩掛 

遠心力吹付け工の施工歩掛は表３．１６を標準とする。 

              表３．１６ 遠心力吹付け工施工歩掛                  （１日当たり） 

名     称 規格 単位 数量 摘要 

世 話 役  人 １×Ｔ／７ Ｔ：１日当たり吹付け時間 

ト ン ネ ル 特 殊 工  人 ２×Ｔ／７  

特 殊 作 業 員  人 ２×Ｔ／７  

普 通 作 業 員  人 １×Ｔ／７  

ラ フ テレ ー ンク レ ー ン賃 料 ２５ｔ 台 １×Ｔ／７  

吹 付 け 材 料 １：２モルタル ｍ３   

遠 心 力 吹 付 け 機 １．３ｍ３/ｈ 台・日 １  

発 動 発 電 機 45ＫＶＡ 台・日 １×Ｔ／７  

雑 品  式 １ （労務費＋吹付け材料費）の１４％ 

上記労務編成およびトラッククレーンの仕様・台数についてはＡ工法における標準的な施工条件下

のものである。また、施工条件により上記の人員編成が実情に合わない場合、実情に合わせた労務編

成を行うものとする。 

Ｔは１日当たり吹付け作業時間であり、杭径、対象土質、吹付け長によって異なる。 

３．５．２の算出式を参照。 

上記雑品としては、洗浄装置および吹付け厚計測用ピン等を計上する。 
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３．６ 発生土処分工 

本資料では、遠心力吹付け工法による深礎工法において、掘削工事に伴い発生する発生土の処分に

ついては、現地仮置きを前提としている。処分が必要となる場合には、別途計上する。 

 

３．７ 現場試験・出来高管理工 
吹付け材料の材齢と圧縮強度については、事前にプルアウト試験（材齢１５時間）、圧縮強度試験（材齢

２８日）を行う場合には、これら試験に必要な経費を計上する。これら試験の項目および試験頻度について

は現場の実情に合わせて行うものとする。また、吹付け厚管理に伴う経費については、吹付け工に含むも

のとする。 

 

３．８ 安全設備工 
立坑周囲の安全柵および坑内への昇降設備の設置に伴う費用を計上する。 
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４． 積算代価表 
４．１ 積算代価様式 
（１） 本工事費内訳 

費　　目 工  種 種  別 細  別 単 位 数 量 摘     要

本 工 事 費

場所打ち杭

深礎工法 深礎杭Ｎｏ.○○ 式 1

深礎杭Ｎｏ.○○ 式 1

深礎杭Ｎｏ.○○ 式 1

深礎杭Ｎｏ.○○ 式 1

深礎杭Ｎｏ.○○ 式 1

深礎杭Ｎｏ.○○ 式 1

直接工事費計

間接工事費 式 1

共通仮設費 運搬費 式 1

準備費 式 1
事業損失防
止施設費

式 1

安全費 式 1

仮設費 式 1

役務費 式 1

技術管理費 式 1

営繕費 式 1

共通仮設費計

小計（純工事費） 直接工事費+共通仮設費

現場管理費 式 1

計（工事原価） 純工事費+一般管理費等

一般管理費 式 1

工事価格 工事原価+一般管理費

消費税相当額 式 1

本工事費計

（請負工事費計） 工事価格+消費税相当額

単　価（円） 金  額（円）

本 工 事 費 内 訳 表
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（２） 大代価 

 

深礎杭Ｎｏ.○○工事費内訳 

Ａ-1 深礎杭Ｎｏ.○○工
（円）

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要
坑口ライナープレート工 式 1 Ｂ－１

上部ライナープレート工 式 1 Ｂ－２

掘 削 ・ 排 土 工 式 1 Ｂ－３

発 生 土 処 分 工 式 1 別途

吹 付 け 工 m Ｂ－４

吹付け設備設置解体工 回 1 Ｂ－５

型 枠 工 式 1 別途

コ ン ク リ ー ト 工 式 1 別途

排 水 工 Ｂ－３に含む

換 気 設 備 工 Ｂ－３に含む

計

Ｂ-1 坑口ライナープレート工
1本当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要
ラ イ ナ ー プ レ ー ト ｍ 0.5

坑口根巻きコンクリート工 ｍ３ C-１
世 話 役 人日 1×P
ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 ３×P ３×Ｐまたは４×Ｐ

特 殊 作 業 員 人日 1×P
普 通 作 業 員 人日 1×P
ラフテレーンクレーン賃料 ２５ｔ吊 台日 1×P
油 圧 ク ラ ム シ ェ ル 平積０．４ｍ３ 台日 1×P または小型バックホウ

諸 雑 費 式 1 労務費の合計   ％

計
Ｐ：ライナープレート１ｍ当たり取り付け日数×ライナープレート取り付け数（ｍ）

Ｂ-２ 上部ライナープレート工
1本当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要
ラ イ ナ ー プ レ ー ト ｍ
補 強 リ ン グ 本

グ ラ ウ ト 注 入 工 ｍ３ C-26
土 木 一 般 世 話 役 人日 1×P
ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 ３×P ３×Ｐまたは４×Ｐ

特 殊 作 業 員 人日 1×P
普 通 作 業 員 人日 1×P
ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン ２５ｔ吊 台日 1×P
油 圧 ク ラ ム シ ェ ル 平積０．４ｍ３ 台日 1×P または小型バックホウ注1

諸 雑 費 式 1 労務費の合計　％

計
Ｐ：ライナープレート１ｍ当たり取り付け日数×ライナープレート取り付け数（ｍ）

注1 人力掘削クレーン排土工法の時は形状しない
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中代価（Ｂ） 

Ｂ-３掘削・排土工（Ａ工法）
油圧クラムシェル掘削１本当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要
世 話 役 人日 １×ｄ 杭１本当たり施工日数

ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 3×ｄ

特 殊 作 業 員 人日 １×ｄ

普 通 作 業 員 人日 １×ｄ

油圧クラムシェル運転 台日 １×ｄ
ラフテレーンクレーン賃料 ２５ｔ吊 台日 １×ｄ

諸 雑 費 式 1 労務費の合計   ％

計

Ｂ-３掘削・排土工（Ｂ工法-１）
　　　　バックホウ掘削１本当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要
世 話 役 人日 １×ｄ 杭１本当たり施工日数

ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 3×ｄ

特 殊 作 業 員 人日 １×ｄ

普 通 作 業 員 人日 １×ｄ

小型バックホウ損料 電動式０．０３ｍ３ 台日 １×ｄ
ラフテレーンクレーン賃料 ２５ｔ吊 台日 １×ｄ

諸 雑 費 式 1 労務費の合計   ％

計

Ｂ-３掘削・排土工（Ｂ工法-２）
　　　　バックホウ掘削１本当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要
世 話 役 人日 １×ｄ 杭１本当たり施工日数

ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 4×ｄ

特 殊 作 業 員 人日 １×ｄ

普 通 作 業 員 人日 １×ｄ

小型バックホウ損料 ０．１１ｍ３ 台日 １×ｄ
ラフテレーンクレーン賃料 25t吊 台日 １×ｄ

諸 雑 費 式 1 労務費の合計   ％

計

　　　　　　　人力掘削１本当たり
種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

世 話 役 人日 １×ｄ 杭１本当たり施工日数

ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 4×ｄ

特 殊 作 業 員 人日 １×ｄ

普 通 作 業 員 人日 １×ｄ
ラフテレーンクレーン賃料 25ｔ吊 台日 １×ｄ

諸 雑 費 式 1 労務費の合計   ％

計

Ｂ-３掘削・排土工（人力掘削クレーン排土工法）
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吹付け1ｍ当たり
種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

世 話 役 人日 1×Ｔ/7 Ｔ：１日当り吹付け時間
ト ン ネ ル 特 殊 工 人日 2×Ｔ/7 同上
特 殊 作 業 員 人日 2×Ｔ/7 同上
普 通 作 業 員 人日 1×Ｔ/7 同上
遠心力吹付け機械 １．３ｍ３／時 台日 1 （注）1
ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ賃料 ２５t 台日　　1×Ｔ/7
発 動 発 電 機 賃 料 ４５KVA 台日　　1×Ｔ/7
モ ル タ ル m3 C-２
雑 品 式 1 （労務費＋吹付け材費）の   ％

小計

計 上記小計/1日当たり吹付け長　（注）2
1. 遠心力吹付け機損料は、「建設機械等損料算定表」０５基礎工事用機械０５９４「深礎用ロータリー吹付け機」を参照のこと。

2. 1日当たり吹付け長は、掘削および吹付け作業を繰り返し、所定の深さが完了した場合、それに要した日数で杭１本全体

　　の吹付け長を除した値。

Ｂ－４吹付け工

A B-1 B-2 C
人力掘削
ｸﾚｰﾝ排土

排土 クラムシェル
油圧クラムシェル、テレスコピック式

クローラ型　平積０．４m3 台 1 ○

ラフテレーンクレーン 排出ガス対策型・油圧伸縮ジブ型２５ｔ吊 台 1 ○ ○ ○ ○

簡易やぐら モータウィンチ付 0.5t 台 1 ○
杭径４.５m

以下に使用

電動式

山積０．０３m3（平積０．０２１m3）
台 1 ○

排出ガス対策型・超小旋回型・クローラ型

山積０．１１m
3
（平積０．０８m

3
）

台 1 ○

（注） 1.　上表の設備は、掘削土を杭端近隣に仮置する場合である。

2.　排土運搬にベルトコンベヤを使用する場合は、別途考慮する。

3.　ラフテレーンクレーン・小型バックホウ電動式(山積０。０３m3)・小型バックホウ(山積０．１１m3)

     は賃料とする。
4.　B工法のラフテレーンクレーン作業は、バックホウの坑内搬入・搬出を含む。

5.　上記工法のA・B-1・B-2・C工法については「国土交通省土木工事積算基準深礎工」参照。

※ C工法は遠心力吹付け工法の適用外

数
量

掘削
小型バックホウ

(クローラ型)

排土及び
土留材の
吊込み

機種・規格の選定

摘要
工法

用途 機械名 規格
単
位

種　　　　目 形状・寸法 単位 数量 単　　価 金　　額 摘　　要
世 話 役 人 1.0
特 殊 作 業 員 人 4.0
普 通 作 業 員 人 1.0
ﾄ ﾗ ｯ ｸ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 賃 料 4.8～4.9t吊 日 1.0

計

Ｂ－５　吹付け設備設置・解体工

１箇所当たり設置解体

1 回 

（注） 
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打設10ｍ3当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

コ ン ク リ ー ト m3 10.4

世 話 役 人 0.57

特 殊 作 業 員 人 0.79

普 通 作 業 員 人 1.25

諸 雑 費 式 1 労務費の7％

計

1ｍ3当たり 計/10

　　　 モルタル吹付け材1ｍ3当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

モ ル タ ル 1:2 ｍ3 工場製品

急 結 剤 液体タイプ kg セメント量の７％

水 kg

Ａ Ｅ 減 水 剤 kg

計

（注）1.　液体急結剤

　　　 運転1日当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

燃 料 費 軽油 リットル 47
0.17リットル/kw×
42kw-ｈ×6.6

発 動 発 電 機 賃 料 45kva 日 1

計

　　　 運転1日当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

特 殊 運 転 手 人 1

燃 料 費 軽油 リットル 50

油圧クラムシェル損料 0.4m3 1.42 テレスコタイプ

諸 雑 費

計

　　　 運転1日当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

掘削用バックホウ損料 0.08m3 日 1.39 超小旋回型

燃 料 費 軽油 リットル 10

諸 雑 費

計

Ｃ-1　坑口根巻きコンクリート工

Ｃ-10　発動発電機賃料

Ｃ-12　掘削用バックホウ運転

Ｃ-11　油圧クラムシェル運転費

使用の是非は現場調整
セメント量の0.5％

Ｃ-2　吹付け材料費
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　　　 運転1日当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

掘削用バックホウ損料 0.021m3 日 1.39 超小旋回型

諸 雑 費

計

　　　 運転1日当たり

種　　　　目 形状・寸法 単位 数　　量 単　　価 金　　額 摘　　要

機 械 損 料 日 1 建設機械損料算定表

計

Ｃ-16　遠心力吹付け機

Ｃ-13　掘削用バックホウ運転(電動式)
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C－26 グラウト注入歩掛 

注入１０ｍ３当たり 

種   目 形状・寸法 単位 数 量 単 価 金 額 摘 要 

世話役  人 0.35    
特殊作業員  人 0.7    
普通作業員  人 0.35    
グラウト材 生モルタル ｍ３ 11.4    
諸雑費率  式 1   労務費の２１％ 

計       
１ｍ３当たり      計/１０ 

 
グラウト用パイプは別途計上する。 
諸雑費は、グラウトポンプ、グラウトホース、グラウト流量・圧力測定装置、電力に関する。 
経費等の費用であり、労務費の合計額の２１％を上限として計上する。 
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４．２ 【歩掛りの考え方】 


